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【第 221 回国会】令和８年５月 15 日（金）、第 11 回の委員会が開かれました。 

 

１ ①所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とキルギ

ス共和国との間の協定の締結について承認を求めるの件（条約第９号） 

  ②環境保護に関する南極条約議定書の附属書Ⅵの締結について承認を求めるの件（条約第 10 号） 

③国際民間航空条約第五十条（ａ）の改正に関する二千十六年十月六日にモントリオールで署名され

た議定書及び国際民間航空条約第五十六条の改正に関する二千十六年十月六日にモントリオールで

署名された議定書の締結について承認を求めるの件（条約第 11 号） 

④万国郵便連合憲章の第十二追加議定書、万国郵便連合一般規則の第四追加議定書、万国郵便連合一

般規則の第五追加議定書、万国郵便条約の第一追加議定書及び万国郵便条約の第二追加議定書の締

結について承認を求めるの件（条約第 12 号） 

・茂木外務大臣、国光外務副大臣及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

・各件について採決を行った結果、いずれも全会一致をもって承認すべきものと決しました。 

（賛成―自民、中道、維新、国民、参政、みらい） 

（参考人）日本郵政株式会社常務執行役 西口彰人君 

（質疑者）近藤和也君（中道）、川松真一朗君（自民）、横田光弘君（維新）、金城泰邦君（中道）、深作

ヘスス君（国民）、佐々木真琴君（国民）、木下敏之君（参政）、宇佐美登君（みらい） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

近藤和也君（中道） 

 

（１） 米中首脳会談（2026.5.14-15）に対する評価 

（２） 日・キルギス租税協定 

ア イランやカンボジアなど、一定程度の経済規模を有する国との租税条約の締結に向けた見通し及

び方針 

イ 締結済みの租税条約におけるみなし外国税額控除規定の廃止・縮減に向けた取組の現状 

ウ 本協定に、仲裁手続を導入できなかった理由 

エ 国際的な租税回避行為への対応状況 

オ ＯＥＣＤとＧ20 の「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」 

ａ 同枠組の第 1 の柱である市場国への新たな課税権の配分に関する多数国間条約の交渉状況 

ｂ 同枠組の第２の柱であるグローバル・ミニマム課税からの米国の適用除外が、日本企業を含む

各国企業に与える影響 

（３） 南極環境保護議定書附属書Ⅵ 

ア 南極条約協議国会議を日本で開催する意義 

イ 南極環境保護議定書において、日本が発効前最後の締約国となった理由及び反省点 

ウ 本附属書の各国の締結状況及び日本の締結が遅れた理由 

エ 事前通告なしに中国が南極に設置した構造物への対応及び現状 

オ 本附属書の非締約国の事業者が南極地域で事故を起こした際にも対応する必要性 

カ 事業者の締約国以外の締約国が対応措置を取る場合に求められる手続きにより対応が遅延する懸

念 

キ 本附属書に定める事業者の責任限度額に対する評価及び改正された海事債権責任制限条約を踏ま

え限度額を見直す必要性 

（４） 国際機関における日本人の活躍 

ア 国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）及び万国郵便連合（ＵＰＵ）のトップを日本人が務めている意義

及び評価 
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イ 国際機関のトップを務め得る人材の育成に対する支援及び他の国際機関でも活躍する日本人を増

やしていく必要性 

（５） 日本によるＵＰＵへの分担金・任意拠出金の効果の拡大に努めるとともにその効果を把握する必要

性 

 

川松真一朗君（自民） 

 

（１） 日・キルギス租税協定 

ア 本協定締結の意義 

イ 対中央アジア外交の今後の方針 

（２） 南極環境保護議定書附属書Ⅵ 

ア ホスト国として南極条約協議国会議に期待する成果 

イ 本附属書の締結を日本が他の協議国に積極的に働きかけていく必要性 

ウ 南極における観光活動の抑制や環境保護のルール策定に日本がイニシアティブをもって取り組む

必要性 

 

横田光弘君（維新） 

 

中国の南極資源に関する活動 

ア 南極環境保護議定書における鉱物資源開発の禁止が解除されるための要件 

イ 中国の南極における資源活動に対する国光外務副大臣の所見 

 

金城泰邦君（中道） 

 

（１） 初めて次官級で開催された日韓安全保障対話（2026.5.7）の成果及び今後の日韓の協力関係の方向

性 

（２） 南極環境保護議定書附属書Ⅵ 

ア 南極地域における観光活動の管理に係る課題及び今後の管理の在り方 

イ 開催中の協議国会議のホスト国として、新たなルールの策定に向けリーダーシップを発揮する必

要性 

ウ 今般の広島での協議国会議の機会に、南極条約の「平和的利用」の理念と、核兵器のない世界を

目指す我が国の立場を国際社会に発信していく必要性 

エ 協議国の拡大に対する我が国の基本的な立場 

（３） 国際民間航空条約第 50 条（ａ）改正議定書及び国際民間航空条約第 56 条改正議定書 

ア 両議定書が発効した場合におけるＩＣＡＯの新たな理事会の構成員及び航空委員会の委員を選出

する手順及び時期 

イ 両議定書による改正の意義及びＩＣＡＯの運営に与える影響 

ウ 理事会の構成員の選挙方法の特徴及び妥当性 

エ ＩＣＡＯの加盟国数増加を航空委員会に公平かつ適切に反映する観点から見た、同委員会委員の

選出方法の妥当性 

オ 我が国が指名する航空委員会の委員の選定基準 

（４） 国際郵便の課題及びその対応、ＵＰＵによるユニバーサルサービスの確保に係る取組 

 

深作ヘスス君（国民） 

 

（１） 国際民間航空条約第 50 条（ａ）改正議定書及び国際民間航空条約第 56 条改正議定書 
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ア 従来我が国がとってきたＩＣＡＯの理事会構成員数の増加に慎重な立場を転換した真意及び拡大

後の理事会において我が国が迅速なルール形成のために果たす役割 

イ 持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）のＣＯＲＳＩＡ認証手続円滑化に向けた事業者支援 

ウ 国産炭素クレジットのＣＯＲＳＩＡ早期適格化に向けた省庁間、事業者間の連携の必要性 

（２） 採択又は署名されているが、国会に提出されていない条約の取扱い 

ア 国内で調整中となっている採択又は署名済の条約数 

イ 国会が主体的に判断を行えるよう、採択又は署名された条約に関する情報を定期的に国会に提供

する仕組みの必要性 

（３） 南極環境保護議定書附属書Ⅵ 

ア 本附属書に定める事業者の責任限度額に対する評価及び日本が見直しを主導する考えの有無 

イ 本附属書上、事業者の締約国ではない他の締約国が対応措置をとる際の基準が不明確な中、我が

国が他国の事業者に代わって対応措置をとった場合の費用回収実務に関する方針 

 

佐々木真琴君（国民） 

 

（１） 租税条約関係 

ア 日ソ租税条約が未だ適用される国との間の課題及び新たな租税条約の締結に向けた戦略と現状認

識の 

イ 相互協議事案の状況 

ａ 同事案の発生件数・繰越件数の増加及び処理期間の長期化の要因  

ｂ アジア太平洋地域を含むＯＥＣＤ非加盟国・地域との間の同事案の件数の増加及び処理期間の

長期化の要因 

ウ 国際課税ルールに関する課題及び国際的なルール形成に向けた日本の関与 

（２） ＩＣＡＯ関係 

ア 我が国出身の大沼俊之氏がＩＣＡＯの理事会議長に就任した意義 

イ 日本がＩＣＡＯを通じてアジア太平洋地域を中心とした航空業界の需要拡大・ルール形成・人材

育成の分野において果たしていく役割 

 

木下敏之君（参政） 

 

中国系越境電子商取引（ＥＣ）の拡大 

ア 過去３年間の中国発の小口貨物（国際郵便）の取扱量の推移 

イ 日本郵便が受け取る中国発の小口貨物（国際郵便）の到着料による国内配達コストの回収率 

ウ 途上国の到着料が先進国に比し低く設定される仕組みを中国系越境ＥＣが利用しているという誤解

を解くために日本郵便が積極的に発信していく必要性 

エ 物価上昇等を踏まえ到着料を定期的に見直す必要性 

オ 同ＥＣの拡大が日本企業に及ぼす影響及び競争条件の公平性に関する調査の有無 

カ 越境ＥＣに係る情報の開示を求める観点から、デジタルプラットフォーム取引透明化法を改正する

必要性 

キ 国内外の事業者間の競争上の不均衡を是正するために税制や通関制度を見直す必要性 

ク 令和８年度税制改正における消費課税に関する少額免税制度の見直しの施行まで２年を要する理由

及び関税の少額免税制度を見直す考えの有無 

 

宇佐美登君（みらい） 

 

（１） 日本関係船舶のホルムズ海峡における通航の安全に係る現状 
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（２） 日本型郵便システムの海外展開に係る取組や成果、我が国の経済成長への貢献 

（３） ＡＩを使用したサイバー攻撃の脅威への対応 

ア 我が国が最新ＡＩへの早期アクセス権を確保するための交渉の現状 

イ ミュトスなどの最新ＡＩの脅威に対する金融庁の対応及び今後の方針 

ウ サイバー分野における日米協力の強化及びサイバー安全保障に係る政府方針 

 

 


